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研究ノート
応用分野のための一財ー要素モデル
—初級から中級への教授法提案ー一
? ?
達 雄
はじめに
例えば財政理論のような応用経済学では，教科書の第一章は，競争的市場がもたらす帰
結とその厚生経済学的評価に充てられることが多い。そこでは，生産可能性曲線とエッジ
ワースのボックス・ダイアグラム，また効用フロンティアなどが常用される。一言で言え
ば，すぐれて一般均衡論的な解説が初めに与えられる。しか・しそうした導入部は，諸問題
に対するそれ以降の具体的分析が一般均衡論的に行なわれる訳ではないので，実際には他
の部分から全く独立した形となってしまっている場合も少なくない。応用経済学の準中級
教科書でその本体ともっと密接につながる本来の導入部の一例が以下で紹介される。念頭
に置いたのは財政理論であり，そこではマクロ経済学にもふれることがあるため，ー財一
要素モデルが候補として選択された。それぞれの分野で形は違っていても，幾つかの点で
参考になる所があると思う。いわゆる pedagogicalnoteに属するこの研究ノートでは，
何が教授されているかが把握しやすくなるように下線の多用という教科書風の体裁をあえ
てとることとするI)。
変数の具体的な解釈や符号を適宜変えてやることによって種々の応用問題にその形式を
適用しうる可能性をもち， しかしそれと共に変らない経済の一般的作用原理も見やすく示
しうる単純性をもった一財ー要素モデルがここで展開される。個別経済主体である消費者
と企業の意思決定，次いでそれらの結果が需要と供給となって出会う財貨・要素市場が，
一般均衡の中で一方を他方から切り離した個別市場として処理される。言換えれば，個別
市場に焦点を合わせながらなおかつその帰結が一般均衡の帰結と矛盾することがないよう
に議論を構成していく。部分均衡論的思考法をそのままー財―•要素モデルに使える利点に
加え，例えば消費にも便益と費用の両面があることを陽表的に示すことで経済的選択問題
1)この分野の代表的専門誌は Journalof Economics Educationである。
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への広い応用性が得られるように配慮する。また，経済主体の選択問題とその数学的記述
よりも，市場取引とそれがもたらす相互利益の方を強調するよう心掛ける。筆者が教育的
にみて有効と考えるこの方法によって，真に基本的な経済学の初歩的知識が，ほんの少し
だけ複雑となったこの基本モデルで引続き有効となる様を味わえるのではないだろうか。
入門書程度の理論的知識が経済学の思考ツールとして無駄なものではなかったと実感する
ことは学生にとって大切で経験であり，教える側にとっては上級段階へつなぐ上で貴重な
誘引を与えたことになるのではないだろうか。
このノートの性格から二階微分は使わず，また解の存在と一意性はいつでも論証抜きで
前提される。無差別曲線もラグランジュ乗数法も必要とされない。限界概念と総概念の関
係，一階の微分がゼロという限界条件，これらについていくらかでも予備知識があれば十
分理解可能なものとなるように配慮した。
1. 一財ー要素モデルの一般均衡値
ここでは，ただ一種類の消費財と労働サービスという一種類の生産要素が供給されかつ
需要される一財ー要素モデルを扱う。財の需要量を X叫財の供給枇を序で表す。労働
需要量を L↑ 労働供給駄を E で表す。一人しかいないものとする消費者の効用関数
は，次のような貨幣表示の効用関数であるとしよう。
M+wび―PX仕 B(X叫 H-U) 効用関数
ここで， M は所与の初期貨幣保有最， Hは所与の最大余暇時間， W とPはそれぞれ
所与の賃金率と財価格， Bは財消費の効用と労働供給の不効用に関する評価関数を示して
いる。財消費と労働供給の組を指定し，それが何円の価値をもつか尋ねて得られたその答
が関数 Bの値である。労働供給じは所得 wL'に見合った貨幣増加をもたらし， 消費
xaは消費支出 pXdに見合った貨幣減少をもたらす。取引後の貨幣残高に財消費と労働
供給の貨幣（円）による評価を加えて，円表示された全体の効用値が定まるのである。消
費者が上のような効用関数を最大とする財需要量と労働供給砧を選択するなら，それらは
効用関数をそれぞれで偏微分してゼロとした
(1) P=B1(Xa, H-Lり
(2) w=B2(Xa, H-Lり
を満たしている必要がある。ここでB1(>0)は Bの第一変数 xaによる偏微分， B2(>
0) は第二変数 H—じによる偏微分を表す。限界条件(1)は， 追加的な財需要に伴う価格
支払という消費者にとっての限界喪用と消費の限界便益が一致しなければならないことを
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述べている。限界条件(2)は，追加的な労働供給に伴う賃金受取という限界使益と労働供給
の不効用（得られずに終る余暇の限界効用）という限界費用が一致しなければならないこ
とを述べている。
一社しかないものとする企業の生産技術は，それぞれの労働雇用量で生産可能となる生
産量を示す生産関数 Fによって
沢 =F(Lり 生産関数
あるいは，それぞれの生産醤を達成するのに必要な労働雇用量を示す関数 Fー ！（生産関数
の逆関数）によって
び=F-l(X:う 必要労働関数
と表され，一般には F">O,F"<O, F(O)=Oと考えられよう。企業の利潤は販売収入か
ら生産費用を引いた
px•-wび利潤
である。生産関数を用いて書き直した販売収入 pF(Lりを R(p,Lりと記して収入関数
と呼ぼう。また必要労働関数を用いて書き直した生産費用 wF→(X: りを ccx•, w)と記
して費用関数と呼ぼう。所与の財価格と賃金率および想定した生産技術の下で利潤を最大
にする財供給と労働需要の選択は， px•-ccx•, w)および R(P,Ld)-wびの庁と
びによる微分をそれぞれゼロとし
(3) P=C1(X', w) 
(4) w=R2(P, Lり
と求められる。限界条件(3)は，追加的な財供給から得られる限界収入である価格がその生
産に伴う限界費用と一致することを述べている。同等の限界条件(4)は，追加的な労働雇用
の限界費用である賃金率が限界生産物の販売による収入（限界生産物収入）と一致するこ
とを述べている。
限界不効用は要するに消費者にとっての限界費用であり，同様に限界収入は企業にとっ
ての限界便益である。したがって， (1)から(4)までの4式は，消費者における財需要と労働
供給に関する限界便益と限界費用の一致，およぴ企業における財供給と労働需要に関する
限界便益と限界費用の一致を示している。つまり，贅用と便益という一般的な用語法によ
，ったとき，合理的な意思決定が純便益（効用および利潤の一般的用語）を最大化している
ときに満たされなければならない
限界便益＝限界費用
の一般原則がここでもまた確認されるのである。 (1)から (4)までの4式に需給一致の条件
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x仁梵=X, ひ＝び=Lを代入すれば， 未知数 p,w, X, Lが均衡財価格 P*, 均衡
賃金率 w*,均衡取引量 X*,および均衡労（蜘取引量 L*として求められる。すなわち，
均衡値の組は，次の4式
(51 P*=B1(炉， H-L*)
(61 w*=B氏X*,H-L*) 
(71 P*=C1(X*, w*) 
(81 w*=R2(P*, L*) 
を同時に成立たせるようなものである。財貨，サービスの流れと逆方向になる貨幣の流れ
は，次の所得・ 支出循環図に表現されている。
消費者
〔所得・支出循環図〕
消毀支出
労働所得
企業
ここでの議論では一般均衡解の存在と一意性が前提されるので， ＊印の付いた一般均衡
解を次のように一部で所与とした4式
P=B1(X, H-L*) 
w=B2(X*, H-L) 
P=C1(X, w*) 
w=R2(P*, L) 
を末知数 p,w, X, Lについて連立させた解もまた同じ一般均衡解炉， w*, X*, L* 
となるのに注意しよう。さらに， Pと W を上の4式から消去したXとLの連立方程式
B1(X, H-L*)=C1(X, w*) 
B氏X*,H-L)=R心*,L) 
の解も同じ X*,L*となる。これらの性質が，この先で市場解の性格を見ていく上で活用
されるだろう。
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2. 財市場での取引とその利益
財市場の取引を考える際にもし労働市場の賃金率と労働サービスの取引量が他の事情と
してそれらの一般均衡値 w*とL*に固定されるなら， 財市場の需給関係は， 労働市場
から切り離して個別に論じうることとなる。同様に，労働市場を扱う際に財価格と財取引
蓋がそれらの一般均衡値P*とX*で所与されるとき，労働市場の需給関係は，財市場と
独立に論じうるようになる。財市場からまずみていこう。
再び書けば(1)と(3)はそれぞれ
(9) P=B1(双， H-L*) 財価格＝財需要の限界便益
UO) P=C1(X', 研） 財価格＝財供給の限界費用
であった。 (9)の右辺で変数の需要量をいろいろ変えてみたときの限界便益を図示しよう。
横軸は需要量， 縦軸は限界便益である。関数 Bの値が貨幣単位で表示されているので，
縦軸の適当な所に財価格 Pをプロットすることができる。その価格水準を横にたどって
限界便益曲線との交点から今度は下へたどって行く。こうして当初の価格で需要される需
要量だ(P;L*)が見出される。なぜならば， (9式が示すように需要最はその限界便益が
価格と等しくなる所に定まるからである。限界便益曲線が各価格での需要量を教えるのだ
から，縦軸に価格をとった図で描かれた財需要曲線は財消費の限界便益曲線でもある。
消費者は，財市場での取引開始前に効用
M+w*L*+B(O, H-L*) 
を得ている。価格 Pでの需要 Xd(p;L*)が消費として実現すれば，効用値は
M+w*L*-pXd(P; L*)+B(Xd(p; L*), H-L*) 
と変化する。消費便益が B(O,H-L*)から B(Xd(p;L*), H-L*)に増加するのと引
換えに，支出の不効用―pXd(p;L)を得るのが消費者にとっての取引である。そこでの
便益増加は，需要誠確保と引換えに支払っても良いとする最大金額を表すので，当該消費
拡に対する支払意欲といわれる。この支払意欲と実際に求められる支出とを比較して，取
引に応じることの有利・不利が判断されよう。消費者がこのような取引に自発的に応じよ
うとするからには，取引後の効用が取引前の効用よりも大きいに違いない。それではどれ
だけ大きくなったであろうか。
それをみるには引算をして効用差
B(Xd(p; L*), H-L*)-B(O, H-L*)-pXd(P; L*) 取引Xd(P;L*)による
効用増加
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を求めればよい。問題はこの効用増加をいかにして財需要曲線と関連づけるかである。消
費の限界便益と総便益の間には，微分と積分の関係
Xd 
B(Xa, H-L*)-B(O, H-L*) =~ 町 X叫H-L*)dXd 消費茫からの総。 便益
がみられる。すなわち財消費がもたらす総便益（総支払意欲）は，原点からその量に至る
までの需要曲線から下側の面梢となる。それ故，便益 B(Xd(p;L*), H-L*)-B(O, 
H-L*)は， 原点からだ(P;L*)に至るまでの需要曲線から下側の面積である。取引
双(P;L*)による効用増加の式を参照してみれば， それから支出の長方形 pXd(P;L*) 
を引いて残った上側の三角形面籾は，価格 PでXd(p;L*)を需要する取引によって効用
がどれだけ高まるかを示す指標となることを知る。このような意味をもつ三角形面積は，
財市場における需要者余剰（消費者余剰）と呼ばれている。
〔財市場での需要者余剰・供給者余剰〕
?
?
p* 
?
砂p;L*! X¥p;w*) 
?
?
um式は，供給戴に応じた限界費用曲線を描いたその図の上で縦軸に財価格もとったと
き，限界贄用曲線が各価格に応じた財供給量を教える曲線でもあることを示している。す
なわち，財供給曲線は生産の限界費用曲線であることがわかる。
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総生産費を ccx•, w*)で表すときそれは
＼ 
x, 
C(Xs, w*) = Ci(XS, w*)訟 生産 XSの総生産費
゜
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となる。ただしここで生産がなされない場合の生産費すなわち固定費用 C(O,w*)=Oと
している。これより，財供給砒知がもたらす総生産費は，原点からその最に至るまでの
供給曲線から下側の面積であることがわかる。 (10)式から財価格 Pに応じた供給拭xscp;
w*)が定まるとき，この供給叶画が実現するなら利潤は
pXs(p; w*)-C(Xs(p; 研），研）
となる。財市場で取引をしない場合の利潤は，収入も固定殺用もないのでゼロである。そ
れゆえ販売収入の長方形 pxscp;v.l'-)から総生産費を引いて残る下側の三角形面積は，
価格 Pで供給 xscp;研）を行なったときの利潤がどんな大きさかということを示す指標
である。これは，財市場における供綸者余剰（生産者余剰）ともいわれている。
3. 労働市場での取引とその利益
(2)と(4)の右辺はそれぞれ労働供給の限界費用と労働需要の限界便益を表している。財市
場における手続と同様に，他の市場である財市場の変数をその一般均衡値に固定して，そ
れらを各々 B2(X*,H-U), R2(P*, Lりと書こう。このとき(2)と(4)は
(1]) w=B氏X*,H-U) 賃金率＝労働供給の限界不効用
(12) w=Rz(P*, ら） 賃金率＝労働需要の限界収入
と書き改められる。
(1)式の右辺がそれぞれの労働供給羅に応じた限界不効用を示す限界費用曲線を与えるの
で，左辺の各賃金率に応じた労働供給を示す労働供給曲線は労働供給の限用不効用曲線で
あることになる。限界不効用と総不効用の関係は，微分と稼分の基本関係により
£, 
B(X*, H)-B(X*, H-Lり=¥B2(X*, H-Lりdじ 労働供給じの総不効用
•O 
のようである。ただしここで労働供給ビの原点は余暇の Hであり，余暇と労働供給が
逆向きに測られるのに注意しなければならない。こうして，労働供給の総不効用（得られ
ずに終った余暇の便益）は原点からその量に至るまでの労働供給曲線から下側の面積であ
込ある賃金率 W での労働供給批じ(w;X*)が取引で実現した場合の効用値は
M+wU(w; X*)-P*X*+B(X*, H-U(w; X*)) 
となり，労働供給を全くしない場合の効用は
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M-p*X*+B(X*, H) 
である。したがって，賃金率 W でU(w;X*)を供給する取引による効用増加は，前者か
ら後者を引いて
wU(w; X*)-[B(X*, H)-B(X*, H-U(w; X*))J 
取引 U(w;X*)による効用増加
と求められる。総費用は原点からじ(w;X*)に至るまでの供給曲線から下側の面積だか
ら，長方形となる労働所得 wU(w;X*)からそれを引いて残る下側の三角形面稜が賃金
率 W で労働供給が(w;X*)を行なったときの効用増加を示す指標となる。この部分
は，労働市場における供給者余剰といわれる。
〔労働市場での供給者・需要者余剰〕
?
LS 
w 
? Ld L* 
L5(wぶ） Ld(w;p*! 
?
(12)式の右辺は限界収入という労働需要に伴う企業にとっての限界便益であった。この(121
式から，各賃金率に応じた労働需要を示す労働需要曲線は労働需要の限界収入曲線（限界
便益曲線）であることがわかる。総収入と限界収入の関係は微分と積分の関係より
＼ 
Ld 
R(P*, Lり＝凡(P*,Lりdび 労働需要びからの総収入
゜のようである。したがって，労働需要による総収入（総便荏）は原点からその批に至るま
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での労働需要曲線から下側の面積となる。これから長方形である賃金喪用を引いて利潤が
得られる。賃金率 W で取引び(w;P*)が実現すれば， 図示されている上側の三角形の
面積が労働市場における企業利潤の指標となる。これは労働市場における需要者余剰に他
ならない。
4. 競争市場の効率性
最初に描かれた所得・支出循環図をもう一度参照して欲しい。所得・支出の流れは市場
取引のいわば副産物であって，本来の取引対象である財貨とサービスの流れだけを抜出し
てみれば，財生産の技術的制約に従いながら労働供給の不効用と財消費の効用を秤に掛け
て， XとLを選択しなくてはならないロビンソンクルーソーの経済問題が浮び上がって
こよう。市場機構は，消費者と生産者に彼の機能を分割した上で，同じ選択問題に対して
一つの解答を提示する制度なのである。容易に確認できることだが，市場機構が与える解
答 X*,L*は，遭難時に貨幣を失ったロビンソンクルーソーの問題
Maxi(Ilize B(X, H-L) 
subject to X=F(L) 
の解でもある。なぜならば，制約式を目的関数に代入した B(F(L),H-L)をLで微分
してゼロと置いた最大化のための条件 B1F'-B2=0は， 市場解を特徴づける(5)から(8)ま
での条件を参照したとき， (5)より B1=P*,収入関数の定義から P*F'=R2なので， (6)と
(8)から導出される凡=B2と同じたからである。もしも制約式が必要労勁関数で表されて
いたなら， Lを消去する形で求めた上記問題の解が満たす条件 B1-B2F-1'=0が，市場
解の(5)と(7)から導出される B1=C1と同じであることがわかるだろう。ある人の効用をも
っと高めようとすれば誰かの効用を下げないわけにはいかない状態は，パレート効率的で
あるといわれる。ただ一人の消費者しかいない現在のモデルでは，その一人の効用を最大
にすることがすなわちパレート効率的な状態である。したがって，今確かめられた事実か
ら，競争市場がもたらす消費と労働サービスの配分はバレート効率的であるといえる。競
争市場のもたらすこの望ましい帰結は，貨幣経済において財貨と労働の市場が形成された
状況で，どのような表現内容に変換されていくのだろうか。この問題が以下でとりあげら
れる。
同じ財価格と賃金率に従って消費者も企業も効用および利潤を最大にする競争市場を前
提する。消費者と企業がそのような行動を選択するとき， (91,UOI, Ul), U2Jは価格のパラメ
ータ機能によって結ぴ付けられ
85 
86 闊西大學「純清論集」第38巻第 1号 (1988年4月）
[w*L-{B(X*, めー B(X*,H-L)]+[R(P*, L)-w*L] 
のの2式に縮約される。これらを満たすような均衡最X*(=Xd=X'),L*(=L'=Lりが
連立方程式の解として求められる。つまり両市場の均衡状態では
U3) B,(X*, H-L*)=C1(X*, w*) 消費の限界便益＝生産の限界費用
閥 B2(X*, H-L*)=R2(P*, L*) 労働の限界不効用＝労働の限界収入
が成立している。さらに均衡価格P*(=B,(X*,H-L*)=C,(X*, w*)), w*(=B2(X*, 
H-L)=RiCP*, L*))も確定する。厳論構成を初めからもう一度注意深くたどればこの
均衡値の組が第一節で示されたものと全く同じばかりでなく，前記の2式で所与のパラメ
ータとされたものと同一でなければならないことが感得されよう。
価格が需給一致の方向に調整されていずれ到達する均衡価格の下でなされる取引量は，
取引の当事者間で限界便益と限界費用を等しくさせるようなものである。それがU3)と(14)の
限界条件式で述べられている。ではこのとき一体どんな純便益が最大化されているのだろ
うか。答が消費者効用や企業利潤のような個別経済主体の純便益でないことは， U3lとU4lが
両者にまたがった限界条件式であることから明白であろう。まず(13)からみていく。財市場
で取引の参加者である消費者と企業が得る純便益合計，すなわち需要者余剰フ゜ラス供給者
余剰は
[B(X, H-L*)-B(O, H-L*)-P*XJ+[p*X-C(X, w*)] 
である。寵ちにわかるように， Xによる微分をゼロとした最大化のための条件がU3)の成立
に他ならないので，財市場均衡値 X*は， 均衡価格の下でなされる財の取引から得られ
る経済全体の純便益つまり需要者余剰フ゜ラス供給者余剰を最大にする。次に(14)の意味を考
えよう。労働市場で消費者と企業が得る供給者余剰と需要者余剰の合計は
[w*L-{B(X*, H)-B(X*, H-L)]+[R(P*, L)-w*L] 
である。これもまたすぐに知られるように，この最大化のための条件は閥の L*で満たさ
れる。したがって，労働市場均衡値 L*は，均衡価格の下でなされる労働の取引から得ら
れる経済全体の純便益つまり供給者余剰フ゜ラス需要者余剰を最大にする。
供給者余剰プラス需要者余剰に対して別の意味を与えることができる。需要者余剰プラ
ス供給者余剰の表現である上の二つの式を，それぞれ次のように変形してみる。
[B(X, H-L*)-B(O, H-L)]-C(X, w*) 
および
-[B(X*, H)-B(X*, H-L)]+R(P*, L) 
となる。結局の所これまでの需要者余剰プラス供給者余剰が，財市場では財消費からの総
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消費便益マイナス財生産の総費用と言換えられ，労働市場では労働需要からの総収入マイ
ナス労働供給の総不効用と言換えられる。したがって，財市場均衡値 X*は総消費便益マ
イナス総生産費を最大にする。また，労働市場均衡値 L*は労働需要からの総収入マイナ
ス労働供給の総不効用を最大にする。
むすび
市場を個別化した分析モデルの説明では，効用最大化や利潤最大化の行動を一層一般的
な用語で表現し直すようにしてきた。その意図は，例えば入門書によく見かける次のよう
な解説の延長線上にこれまでの説明が位置し，決して難解な内容ではないことを強調した
い点にあった。「どんな経済行動がとられるかは，限界的な部分がどのようになっているか
を調べればよくわかる。ほとんどの経済行動には得られる便益と犠牲にされる費用の両面
があり，純便益すなわち総便益マイナス総費用を最大にしているための条件は，最後の1単
位からの限界便益と限界費用が一致することである。」またこれまでの議論では，便益と費
用の考え方，限界概念と総概念の関係，これらの基礎知識以上のものは要求されていない。
大事な点を繰返せば，財需要曲線は財消費の限界便益曲線であり，財供給曲線は財生産
の限界費用曲線であった。また，労働供給曲線は労働供給の限界費用曲線であり，労働需
要曲線は労働需要の限界便益曲線であった。労働供給の限界費用が限界不効用とされ，労
働需要の限界便益が限界収入とされたのは，分析対象および採用されたモデルの特性によ
るものである。それ自体いかにも深遠な命題であるかのよう賃金率と労働の不効用の一致
などを教えるのは，試験が済めば忘れられる事柄ほど教育的に重要であるという矛盾を実
践するようなものである。このノートが対象としている学習段階では，その時々の問題に
応じて費用と便益がどんなものか考えさせ，それに対して合理的行動の原則を適用する方
向で思考するように導くことが重要なのである。初級から中級にかけての応用分野では，
制約下での選択問題よりも取引（交換）の相互有利性がまずもって強調されねばならな
い。また，政策の評価や費用便益分析において貨幣（所得）の限界効用が一定という仮定
をこっそり導入するくらいなら，それを初めから取入れて首尾一貫した議論を心掛けた方
が，中級から上級へと進む際に必要な論理的思考の教授にずっと役立つに違いない2)。
2)このノートの主旨に沿いながら， 新しい考え方として貨幣表示の効用関数を前提し
て，明快な入門的説明を与えているものに参考文献 1)がある。一つの進んだ応用例
は拙稿 2)に見られる。
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